
[image: image2.png]ICCP



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
平成26年度

産油・産ガス国開発支援協力事業
応募書類

平成26年度産油・産ガス国開発支援協力事業に関する提案書

応募組織名：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
担当者・役職名：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

担当者ＴＥＬ：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
応募先：一般財団法人石油開発情報センター 業務部

　　　　〒101-0065 東京都千代田区西神田3-1-6　日本弘道会ビル 3階

Tel：03-3222-8127

	平成26年度産油・産ガス国開発支援協力事業に関する提案書




	応募組織代表者名：
	代表者印

	応募組織担当者名:
	（役職）　　　　　　　　　　　（氏名）　　　　　　　　　　　　　

	応募組織担当者連絡先:
	（電話）　　　　　　　　　　　（Fax）

(E-mail)


· 平成26年10月17日（金）から11月17日(月）17時の間に応募下さい。

· 質問、照会は下記にお願いいたします。

一般財団法人石油開発情報センター　業務部　　井口
Tel： 03-3222-8127
Fax： 03-3222-8162

	平成26年度産油・産ガス国開発支援協力事業
― 提案書―

	

	1. 事業の種類（該当するものを○で囲んで下さい。）

1) 産油・産ガス国石油天然ガス開発技術共同研究
2) 産油・産ガス国石油天然ガス開発調査研究

3) 産油・産ガス国石油天然ガス開発人材交流

	2. 事業の名称



	3. 対象産油国名及び対象機関名



	4. 対象産油国政府、対象機関等からの協力要請の有無
（　）有り　　
　　　内容：

（　）なし　　

	5. 当該産油国における貴組織の活動状況又は活動予定

	

	6. 貴組織の応募事業に係る実施能力（本事業の実施・管理体制を有し、適正に運営すること。）



	7. 応募事業を実施する必要性・緊急性

　


	8. 事業の概要（目的、目標、実施内容等。）

1)目的

2)目標

3)実施内容

4)これまでの成果と今後の課題（過年度から継続する事業の場合。）

項目

年度

年度

年度

項目

4

5

6

7

8

9

10

11

12

1

2

②当年度の月別計画


	9. 費用概算

当年度事業費概算：　　　　　千円


[image: image1.wmf]《内訳》

・人件費

千円

・直接経費

千円

・一般管理費

千円

・外注作業費

千円

・消費税

千円




	10. 実施体制（外注先、実施機関名等。）



	11. 期待される効果・成果

1)産油国等に対する効果、影響等

2)実施企業又は我が国業界に対する効果等

3)我が国への石油・ガス供給に資する今後のシナリオ



	12. 実施した協力事業の概要



	13. 貴組織の概要（必ず会社概要等を添付して下さい。）



	14. 貴組織における本件担当部署の業務概要



	15. 担当者名・所属・役職・氏名・連絡先

　　　　　　　　　　　部・室　　　　　　　　課　役職　　　　氏名

	Tel：　　　　　　　　　　　　　Fax：

E-mail：



「平成26年度産油・産ガス国開発支援協力事業に関する提案書について」

記入上の注意

１．複数の事業について応募される場合は個々の事業について提案書を作成して下さい。

２．欄内に書ききれない場合は、適宜別紙に記載し、提案書の当該欄には「別紙・・参照」と記入して下さい。

３．提案書第1項「事業の種類」は、対象事業を○で囲んで下さい。

４．提案書第2項「事業の名称」には、対象産油国名を必ず入れて下さい。また、事業内容を表したものであって、かつできるだけ簡潔な名称として下さい。

５．提案書第3項「対象産油国名及び対象機関名」のうち、対象機関名は、最上級の組織から具体的に記入して下さい。（例：○○省△△研究所、○○国営石油会社△△事業所等。）

６．提案書第4項「対象産油国、対象機関等からの協力要請の有無」について、原則として、対象産油国政府、対象機関等からの要請状が必要です（本文の日本語訳を添付下さい）。但し、調査研究事業のように迅速な入手が難しい場合は弾力的運用とします。
７．提案書第5項「当該産油国における貴組織の活動状況又は活動予定」には、該当する地域とその事業の現状を、探鉱中にあっては事業名を、開発･生産中のものについては油田名と事業名を、活動予定には将来活動を予定している地域名、活動予定時期等の見込みを記入して下さい。

貴組織が当該産油国において複数の事業を実施されている場合には探鉱、生産等の段階別に代表的なものを挙げ、・　・　・他・件というように記入して下さい。また、未開放地域については、今後の開放見込み等、産油国政府の当該地域に関する取り扱いについても併せて記入して下さい。

８．提案書第6項「貴組織の応募事業に係る実施能力（本事業の実施・管理体制を有し、適正に運営すること）」には、実際に当該事業に担当する従事者、従事者の略歴、所属等も記入し、本事業の実施・管理体制については具体的に記入して下さい。

９．提案書第7項「応募事業を実施する必要性・緊急性」には、当該事業に関連して産油国が抱える問題点・課題等、事業の背景となる事情を記入下さい。

	１０．提案書第8項「事業の概要（目的、目標、実施内容等）」は、できるだけ具体的に記入下さい。また、継続案件については、これまでの実施成果と内容を含め、全体計画との関連を考慮の上、記入下さい。


１１．提案書第8項「事業の概要（目的、目標、実施内容等）」のうち、4)の①及び②の年度別・月別計画は、各年度の事業を線表の形式で記入して下さい。

１２．提案書第9項「費用概算」は､事業実施に要する費用を以下により積算して記入下さい｡

(1)人件費は、貴組織従事者がこの事業に従事する時間に対応する人件費を計上して下さい。下記13（提案書第10項「実施体制」）に記入されていることが必要です。

(2)出張旅費等の経費は、貴組織の規則等に従って積算した額を計上して下さい。

１３．提案書第10項「実施体制」には、事業に参加する貴組織従事者の役職と人員、業務の一部を外注される場合はその候補相手先名（未定の場合は業種名。）をチャート形式で記入して下さい。

１４．提案書第11項「期待される効果・成果」は、具体的に記入して下さい。
１５．提案書第12項「実施した協力事業の概要」には、対象産油国において貴組織が実施した又は実施している技術・資金協力的な性格の事業があれば記入して下さい。
１６．提案書第13項「貴組織の概要」には、貴組織の財務や経営の状況がわかる企業概要を必ず添付して下さい。
１７．提案書第14項｢貴組織における本件担当部署の業務概要｣には、応募する事業を担当する部署の事業概要を記入して下さい。
１８．応募期限は平成26年11月17日（月）17時です。
①全体計画(複数年度にわたる場合は年度別の実施項目）


























　貴組織名
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		《内訳》 ウチワケ

				・人件費 ジンケンヒ				千円 センエン

				・直接経費 チョクセツケイヒ				千円 センエン

				・一般管理費 イッパンカンリヒ				千円 センエン

				・外注作業費 ガイチュウサギョウヒ				千円 センエン

				・消費税 ショウヒゼイ				千円 センエン






